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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期
第３四半期
累計期間

第51期
第３四半期
累計期間

第50期
第３四半期
会計期間

第51期
第３四半期
会計期間

第50期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 10,463,2639,414,7713,146,7243,829,35023,159,266

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△476,950△711,598△187,217△157,2961,935,645

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△299,628△461,972△133,238△115,9521,101,886

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 470,494 470,494 470,494

発行済株式総数（千株） － － 8,197 8,197 8,197

純資産額（千円） － － 9,979,02910,506,95411,343,729

総資産額（千円） － － 18,741,00619,829,54820,482,037

１株当たり純資産額（円） － － 1,217.491,281.901,383.99

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は当期純利益金額（円）
△36.56 △56.36 △16.26 △14.15 134.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 5.0 5.0 － － 50.0

自己資本比率（％） － － 53.2 53.0 55.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
969,807 868,532 － － 1,806,753

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△485,677△140,874 － － △628,273

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△206,529△410,995 － － △207,086

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 3,564,7434,575,1974,258,535

従業員数（人） － － 624 628 621

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第50期の１株当たり配当額には、創立50周年記念配当10円を含んでおります。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　

 

３【関係会社の状況】

  当社には関係会社がありませんので、該当事項はありません。

４【従業員の状況】

　　　提出会社の状況 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 628 (61)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社が営んでおります空調計装関連事業及び産業計装関連事業では、生産実績を定義することが困難であります。ま

た、請負形態をとっているため販売実績という定義は実態に即しておりません。

　よって、「受注工事高及び完成工事高等の状況」として次に記載しております。

受注工事高及び完成工事高等の状況

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

前第３四半期累計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年12月31日)

空調計装関連事業 8,814,81417,854,50726,669,3228,682,18617,987,136

産業計装関連事業 652,1721,813,7942,465,9661,080,9421,385,024

合計 9,466,98619,668,30229,135,2899,763,12819,372,160

当第３四半期累計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 10,218,68414,634,35424,853,0387,619,76717,233,271

産業計装関連事業 1,301,9461,538,4912,840,4371,349,5361,490,900

合計 11,520,63016,172,84527,693,4758,969,30418,724,171

前事業年度

(自平成20年４月１日

至平成21年３月31日)

空調計装関連事業 8,814,81421,729,60530,544,42020,325,73610,218,684

産業計装関連事業　 652,172 2,581,7323,233,9041,931,9581,301,946

合計 9,466,98624,311,33833,778,32422,257,69411,520,630

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額が含まれております。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

３．期中受注高及び期中売上高としては、上記期中受注工事高及び期中完成工事高のほかに、制御機器類の販売に

係る期中受注高及び期中売上高が次のとおりあります。

（前第３四半期累計期間）

空調計装関連事業376,072千円、産業計装関連事業324,062千円

（当第３四半期累計期間）

空調計装関連事業248,357千円、産業計装関連事業197,110千円

(2）売上にかかる季節的変動について

　当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第１四半

期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多くなるといった

季節的変動があります。

(3）受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日

至平成20年12月31日)

空調計装関連事業 1,427,877 3,910,407 5,338,284

産業計装関連事業 28,734 340,702 369,437

合計 1,456,612 4,251,110 5,707,722

当第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 884,696 3,276,469 4,161,166

産業計装関連事業 76,302 395,674 471,977

合計 960,999 3,672,144 4,633,143
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(4）販売実績

①　完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日

至平成20年12月31日)

空調計装関連事業 401,113 2,123,644 2,524,758

産業計装関連事業 11,965 363,763 375,728

合計 413,079 2,487,407 2,900,486

当第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 417,973 2,642,478 3,060,452

産業計装関連事業 13,823 603,652 617,475

合計 431,796 3,246,130 3,677,927

（注）１．完成工事高のうち、請負金額が5千万円以上の主なものは次のとおりであります。

（前第３四半期会計期間）

㈱テクノ菱和　　　　　　　　・アステラス製薬㈱新棟Ａ、Ｂ棟計装工事　　　　　　　

メルシャン㈱　　　　　　　　・メルシャン㈱日光工場屋外詰口ライン自動化工事

東京都市サービス㈱　　　　　・西新宿六丁目西部地区熱供給センター中央監視装置更新及び足回り整備

富士電機総設㈱　　　　　　　・浜松地方合同庁舎機械設備（空調）工事　　

高砂熱学工業㈱　　　　　　　・汐入ＤＨＣ監視盤更新工事　

（当第３四半期会計期間）

㈱テクノ菱和　　　　　　　　・シャープ㈱堺工場太陽光パネル工場向けユーティリティ供給設備工事の

　　　　　　　　　　　　　　　うち自動制御工事　　　

三機工業㈱　　　　　　　　  ・㈱IPSアルファテクノロジ姫路工場エネルギー棟オンサイト工事(Step1)

㈱日商グラビア　　　　　　　・本社工場ＶＯＣ処理システム設置工事

㈱きんでん　　　　　　　　　・関西電力㈱新北別館中央監視装置更新工事

三宝電機㈱　　　　　　　　　・パナソニック㈱エナジー社住之江工場Ｂ棟ユーティリティ設備工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

（前第３四半期会計期間）

㈱テクノ菱和　　355,798千円　12.3％

高砂熱学工業㈱　330,099千円　11.4％

（当第３四半期会計期間）

三機工業㈱　　　498,569千円　13.6％

㈱テクノ菱和　　463,516千円　12.6％

　

②　商品売上高

期別 区分 金額（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日

至平成20年12月31日)

空調計装関連事業 118,669

産業計装関連事業 127,568

合計 246,237

当第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 82,048

産業計装関連事業 69,374

合計 151,422

(5）繰越工事高（平成21年12月31日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

空調計装関連事業 5,869,154 11,364,116 17,233,271

産業計装関連事業 273,880 1,217,020 1,490,900

合計 6,143,035 12,581,136 18,724,171

（注）　繰越工事高のうち、請負金額が１億円以上の主なものは次のとおりであります。

国立大学法人岡山大学　・岡山大学(医病)基幹整備(中央監視設備）改修工事 　　　  平成22年１月完成予定　　　

　　　　　　　　　㈱朝日工業社　　　　　・静岡病院新館空調工事　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年３月完成予定

㈱三晃空調　　　　　　・エクシブ箱根離宮新築工事　　　　　　　　　　　 　　   平成22年３月完成予定

高砂熱学工業㈱　　　　・国立国際医療センター新棟整備工事Ⅰ期　空調設備工事　　平成22年10月完成予定

三機工業㈱　　　　　　・横浜西口ＫＮビル改修工事　　　　　　　　　　　　　　　平成24年２月完成予定　
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　なお、参考のため、空調計装関連事業の「受注工事高及び完成工事高等の状況」を、新設工事と既設工事とに区分し

て示しますと、次のとおりであります。

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高　〔空調計装関連事業〕

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

前第３四半期累計期間

(自平成20年４月１日

至平成20年12月31日)

新設工事 5,773,2107,632,68513,405,8954,116,3319,289,564

既設工事 3,041,60410,221,82213,263,4264,565,8558,697,571

合計 8,814,81417,854,50726,669,3228,682,18617,987,136

当第３四半期累計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年12月31日)

新設工事 6,872,1185,920,04112,792,1592,888,7569,903,402

既設工事 3,346,5668,714,31312,060,8794,731,0107,329,868

合計 10,218,68414,634,35424,853,0387,619,76717,233,271

前事業年度

(自平成20年４月１日

至平成21年３月31日)

新設工事 5,773,2109,238,52915,011,7398,139,6216,872,118

既設工事 3,041,60412,491,07615,532,68012,186,1143,346,566

合計 8,814,81421,729,60530,544,42020,325,73610,218,684

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額が含まれております。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

(2）受注工事高　〔空調計装関連事業〕

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日

至平成20年12月31日)

新設工事 939,040 1,761,377 2,700,417

既設工事 488,837 2,149,030 2,637,867

合計 1,427,877 3,910,407 5,338,284

当第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

新設工事 303,745 1,434,802 1,738,547

既設工事 580,951 1,841,667 2,422,619

合計 884,696 3,276,469 4,161,166

(3）完成工事高　〔空調計装関連事業〕

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成20年10月１日

至平成20年12月31日)

新設工事 115,460 890,137 1,005,597

既設工事 285,653 1,233,507 1,519,161

合計 401,113 2,123,644 2,524,758

当第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

新設工事 158,865 1,273,321 1,432,186

既設工事 259,108 1,369,156 1,628,265

合計 417,973 2,642,478 3,060,452

(4）繰越工事高　〔空調計装関連事業〕（平成21年12月31日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

新設工事 3,068,035 6,835,367 9,903,402

既設工事 2,801,119 4,528,748 7,329,868

合計 5,869,154 11,364,116 17,233,271
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産等一部の経済指標で持ち直しの動きが見られたもの　

　　　　の、依然として企業収益や設備投資等の指標において減少傾向が続き、総じて厳しい状況で推移しました。

　建設業界におきましても、民間需要の落ち込みが激しく、同様に厳しい状況で推移しました。

　このような状況下にあって当社は、新しい経営ビジョン「New Design For The Next ～「計装」の総合力で、未

来を拓く」を平成21年４月１日付で制定し、その精神の下、空調計装関連事業の新設工事にあっては「案件情報

の共有化並びに組織的な営業の実践」、同既設工事にあっては「各種ツールを活用した提案ビジネスの推進」、

産業計装関連事業にあっては「エンジニアリング機能の本社集約化を活かした全社的事業展開」を戦略として

掲げ、事業展開してまいりました。

　しかしながら受注高につきましては、空調計装関連事業の新設工事が大幅に減少したことを主因に、4,784百万

円（前年同期比19.6％減）となりました。

　一方、売上高につきましては、空調計装関連事業、産業計装関連事業が両事業ともに順調に完成計上され、3,829

百万円（同21.7％増）となりました。

　損益面につきましては、売上高増加の結果、営業損失が169百万円（前年同期は190百万円の損失）、経常損失が

157百万円（前年同期は187百万円の損失）、四半期純損失は115百万円（前年同期は133百万円の損失）となりま

した。

　なお、当社の売上高及び利益は、通常の事業の形態として、第１四半期から第３四半期までの各会計期間に比べ、

第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。　

　　　　　事業別動向の概況は次のとおりです。

 〔空調計装関連事業〕

　空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、工場向け物件を中心に新設工事が大幅に減少したことを主因

に、4,161百万円（前年同期比22.1％減）となりました。内訳は、新設工事が1,738百万円（同35.6％減）、既設工

事が2,422百万円（同8.2％減）となりました。

　一方、完成工事高は、工場向け物件を中心とした新設工事及び既設工事における省エネルギー化提案ビジネスが

好調に推移し、3,060百万円（前年同期比21.2％増）となりました。内訳は、新設工事が1,432百万円（同42.4％

増）、既設工事が1,628百万円（同7.2％増）となりました。

　制御機器類販売の受注高及び売上高は、82百万円（同30.9％減）となりました。

　総じて、空調計装関連事業の受注高は4,243百万円（同22.2％減）、売上高は3,142百万円（同18.9％増）となり

ました。

 〔産業計装関連事業〕

　主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事を行う産業計装関連事業につき

ましては、受注工事高は、電気工事や搬送工事の増加等により、471百万円（前年同期比27.8％増）となりました。

　完成工事高につきましても、VOCソリューション事業の実績計上等により、617百万円（同64.3％増）となりまし

た。

　制御機器類販売の受注高及び売上高は、69百万円（同45.6％減）となりました。

　総じて、産業計装関連事業の受注高は541百万円（同8.9％増）、売上高は686百万円（同36.5％増）となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に比

べ142百万円減少し、4,575百万円（前年同期比28.3％増）となりました。当第３四半期会計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は8百万円（前年同期は444百万円の獲得）となり

ました。これは、主に未成工事受入金の増加874百万円及び仕入債務の増加474百万円に対して、未成工事支出金等

の増加1,270百万円及び税引前四半期純損失の計上163百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は92百万円（前年同期比41.7％減）となりまし

た。これは、主に有価証券の償還による収入60百万円に対して投資有価証券の取得による支出153百万円によるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は41百万円（同0.2％減）となりました。これは、

主に配当金の支払41百万円によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　　　当第３四半期会計期間における当社の研究開発活動の金額は、13百万円であります。

　　　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500
ジャスダック

証券取引所

単元株式数は100株

であります。

計 8,197,500 8,197,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額

（千円）
資本準備金残高
（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 8,197,500 － 470,494 － 316,244

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記　

　　載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま　

　　す。

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　 1,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,195,400 81,954 －

単元未満株式 普通株式　　 1,000 － －

発行済株式総数 8,197,500 － －

総株主の議決権 － 81,954 －

②【自己株式等】

 平成21年９月30現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社 
東京都墨田区両国

2-10-14
1,100 － 1,100 0.01

計 － 1,100 － 1,100 0.01
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 696 719 728 747 702 705 675 619 594

最低（円） 573 641 679 640 663 660 615 519 525

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。 

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則及び建設業法施行規則に基づき、当第３

四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,175,556 2,759,264

受取手形・完成工事未収入金等 ※3
 2,864,067 8,550,882

有価証券 1,680,691 1,591,108

未成工事支出金 7,551,593 3,124,002

商品 18,688 12,465

材料貯蔵品 8,561 6,197

その他 1,069,314 769,304

貸倒引当金 △13,729 △15,090

流動資産合計 16,354,743 16,798,133

固定資産

有形固定資産 ※1
 922,936

※1
 934,113

無形固定資産 305,291 366,811

投資その他の資産 ※2
 2,246,576

※2
 2,382,978

固定資産合計 3,474,805 3,683,904

資産合計 19,829,548 20,482,037

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,688,610 4,567,893

未払費用 582,238 1,272,434

未払法人税等 3,318 995,006

未成工事受入金 4,217,902 1,217,710

完成工事補償引当金 17,084 19,664

工事損失引当金 83,135 89,810

その他 184,042 527,128

流動負債合計 8,776,332 8,689,648

固定負債

退職給付引当金 366,825 302,328

役員退職慰労引当金 179,436 144,891

その他 － 1,440

固定負債合計 546,261 448,659

負債合計 9,322,594 9,138,308

純資産の部

株主資本

資本金 470,494 470,494

資本剰余金 316,244 316,244

利益剰余金 9,735,648 10,607,440

自己株式 △765 △765

株主資本合計 10,521,622 11,393,414

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △14,667 △49,684

評価・換算差額等合計 △14,667 △49,684

純資産合計 10,506,954 11,343,729

負債純資産合計 19,829,548 20,482,037
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 9,763,128 8,969,304

商品売上高 700,134 445,467

売上高合計 10,463,263 9,414,771

売上原価

完成工事原価 7,180,039 6,412,474

商品売上原価 502,918 315,188

売上原価合計 7,682,957 6,727,663

売上総利益 2,780,306 2,687,108

販売費及び一般管理費 ※1
 3,299,777

※1
 3,414,377

営業損失（△） △519,471 △727,269

営業外収益

受取利息 19,166 16,143

受取配当金 13,553 13,308

その他 20,096 14,349

営業外収益合計 52,816 43,801

営業外費用

デリバティブ評価損 4,721 25,549

会員権評価損 4,500 －

売上割引 313 173

コミットメントフィー 758 753

その他 － 1,653

営業外費用合計 10,294 28,130

経常損失（△） △476,950 △711,598

特別利益

固定資産売却益 － 116

貸倒引当金戻入額 4,094 2,636

特別利益合計 4,094 2,753

特別損失

固定資産除却損 970 3,007

投資有価証券評価損 15,408 －

賃貸借契約解約損 － 5,748

特別損失合計 16,378 8,755

税引前四半期純損失（△） △489,234 △717,600

法人税、住民税及び事業税 7,300 12,000

法人税等調整額 △196,905 △267,627

法人税等合計 △189,605 △255,627

四半期純損失（△） △299,628 △461,972
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高

完成工事高 2,900,486 3,677,927

商品売上高 246,237 151,422

売上高合計 3,146,724 3,829,350

売上原価

完成工事原価 2,059,650 2,732,365

商品売上原価 179,759 107,167

売上原価合計 2,239,410 2,839,532

売上総利益 907,313 989,817

販売費及び一般管理費 ※1
 1,097,437

※1
 1,159,440

営業損失（△） △190,123 △169,622

営業外収益

受取利息 5,068 5,378

受取配当金 5,037 4,897

その他 7,598 5,048

営業外収益合計 17,704 15,324

営業外費用

デリバティブ評価損 9,948 2,640

会員権評価損 4,500 －

売上割引 94 106

コミットメントフィー 254 252

営業外費用合計 14,798 2,998

経常損失（△） △187,217 △157,296

特別利益

貸倒引当金戻入額 880 －

特別利益合計 880 －

特別損失

固定資産除却損 151 45

投資有価証券評価損 15,408 －

賃貸借契約解約損 － 5,748

特別損失合計 15,560 5,794

税引前四半期純損失（△） △201,897 △163,090

法人税、住民税及び事業税 2,700 7,400

法人税等調整額 △71,358 △54,538

法人税等合計 △68,658 △47,138

四半期純損失（△） △133,238 △115,952
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △489,234 △717,600

減価償却費 171,238 177,680

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

55,046 99,042

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,981 △3,858

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1,616 △2,579

工事損失引当金の増減額（△は減少） △65,952 △6,674

受取利息及び受取配当金 △32,719 △29,452

デリバティブ評価損益（△は益） 4,721 25,549

投資有価証券評価損益（△は益） 15,408 －

会員権評価損 4,500 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,087,013 5,687,808

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △4,102,500 △4,427,876

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,264 △8,587

仕入債務の増減額（△は減少） △73,834 △882,420

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,785,955 3,000,861

未払消費税等の増減額（△は減少） △360,676 △385,904

その他 △434,671 △712,932

小計 1,537,433 1,813,057

利息及び配当金の受取額 36,338 38,216

法人税等の支払額 △603,964 △982,742

営業活動によるキャッシュ・フロー 969,807 868,532

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 － 90,000

有形固定資産の取得による支出 △50,744 △55,527

無形固定資産の取得による支出 △70,114 △74,385

投資有価証券の取得による支出 △409,648 △209,811

投資有価証券の売却による収入 422 －

投資有価証券の償還による収入 26,800 51,475

定期預金の払戻による収入 － 100,000

出資金の払込による支出 － △20,000

敷金及び保証金の差入による支出 △2,172 △16,928

敷金及び保証金の回収による収入 14,340 3,613

その他 5,440 △9,310

投資活動によるキャッシュ・フロー △485,677 △140,874

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1,761 △1,921

配当金の支払額 △204,767 △409,074

財務活動によるキャッシュ・フロー △206,529 △410,995

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 277,601 316,661

現金及び現金同等物の期首残高 3,287,142 4,258,535

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,564,743

※
 4,575,197
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平

成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適

用し、第１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期会計期間

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

  これにより、当第３四半期累計期間の売上高は109百万円増加し、営業損

失、経常損失及び税引前四半期純損失は、それぞれ19百万円減少しておりま

す。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、616,647千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、577,384千円であ

ります。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 22,645千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 25,143千円

※３　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、

当第３四半期会計期間の末日は金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。当第３四半期会計期間末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。

受取手形 149,283千円

──────

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 1,618,283千円

退職給付費用 80,104　

役員退職慰労引当金繰入額 17,822　

地代家賃 306,074　

減価償却費　 155,655　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 1,636,037千円

退職給付費用 83,798　

役員退職慰労引当金繰入額 34,545　

地代家賃 311,574　

減価償却費 163,071　

　２　当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成

引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、

第１四半期会計期間から第３四半期会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

　２　　　　　　　　　　同左

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 538,775千円

退職給付費用 26,166　

役員退職慰労引当金繰入額 6,175　

地代家賃 101,321　

減価償却費 53,202　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 545,162千円

退職給付費用 28,106　

役員退職慰労引当金繰入額 14,185　

地代家賃 100,579　

減価償却費 56,340　

　２　当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成

引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、

第１四半期会計期間から第３四半期会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

　２　　　　　　　　　　同左
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

現金預金勘定 2,565,601千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
999,142

　

現金及び現金同等物 3,564,743 

　

現金預金勘定 3,175,556千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
1,399,640

　

現金及び現金同等物 4,575,197 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12

月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,197,500株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,111株

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 368,837 45 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

平成21年11月４日

取締役会　
普通株式　 40,981　 ５　  平成21年９月30日 平成21年12月７日利益剰余金　

　（注）平成21年３月31日を基準とする配当金45円には、創立50周年記念配当10円を含んでおります。

（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,281.90円 １株当たり純資産額 1,383.99円

２．１株当たり四半期純損失金額（△）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △36.56円 １株当たり四半期純損失金額（△） △56.36円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △299,628 △461,972

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △299,628 △461,972

期中平均株式数（千株） 8,196 8,196

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △16.26円 １株当たり四半期純損失金額（△） △14.15円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △133,238 △115,952

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △133,238 △115,952

期中平均株式数（千株） 8,196 8,196

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

２【その他】

　平成21年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………40,981千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月７日

　（注）　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行っておりま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

日本電技株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　淳史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第50期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月８日

日本電技株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　淳史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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